
令和４年度

事 業 報 告

令和 ４年 ４月 １日から

令和 ５年 ３月３１日まで

公益財団法人三重県建設技術センター



１）総    括

当建設技術センターは、昭和 44年 4月に三重県及び県内市町村の出捐を得て設立

され、県内の建設行政の補完機関として公共構造物の測量・設計・積算業務の他、

災害復旧支援や土木建設行政の変化とともに新たに与えられた受託業務に対応して

まいりました。

一方急激な社会情勢の変化は、私ども公益法人に対しても厳しい見直しを迫るこ

ととなり、受託業務の大幅な減少など経営不安定な時代も経験しましたが、公益事

業の拡充、組織体制の見直しなど、様々な団体運営の改革を推し進めた結果、経営

状況も徐々に赤字幅が減少し、平成 23年の公益財団法人への移行とともに健全経営

に転換することができ、ここ近年は安定した経営が続いています。

現在、建設業界では、高度経済成長期に建設されたインフラの老朽化対策や近年

多発する自然災害等に対応する「国土強靭化計画」等により、短中期的には堅調を

維持していますが、一方で、人手不足や建設コストの増加などの問題を抱えており、

今後の建設業界にとって「生産性の向上」が重要な課題になっています。

そのような中、令和４年度の事業としては、建設技術水準の向上を目指す建設技

術研修をはじめ、積算、施工監理、工事検査等、地方自治体の発注関係事務を支援

するとともに地域社会の健全な発展を目指した業務に取り組みました。

研修事業では、技術・技能の向上を目指す技術者向けの研修のほか、県内小・中

学校に出向いての学校防災出前講座、災害時の食生活を守り抜く防災レシピをテー

マとした地域防災講演会などを開催しました。

土木関連事業では、下水道計画等の設計業務は減少しましたが、国土強靭化関連

の積算業務が増加しました。また、建築関連業務では、建築確認審査業務は減少し

ましたが、固定資産評価業務や公共建築物に係る支援業務が増加しました。

この結果、研修事業、支援事業等の公益目的事業で 993,951 千円、また、設計・

調査等事業、住宅関連事業等のその他の事業で 434,349 千円、合計で 1,428,300 千

円の事業収入となりました。

事業収入としては前年度比で 1.3％の減少となりましたが、経費節減により当期

一般正味財産増減額としては前年度を上回る増額を計上することができました。

引き続き、事業収入の確保に努めるとともに、事業の執行にあたっては、経費の

節減に留意し経営の安定化を図ってまいります。



２）概     要

(1) 理事会事項

R4.5.30  第１回通常理事会

        議案 第１号  令和３年度事業報告及び決算について

         議案 第２号  令和４年度定時評議員会の招集について

         報告 第１号  令和４年度職務執行の状況について

  R4.8.8     書面表決(みなし決議)による理事会

         議案 第１号  評議員会の招集について

  R5.3.15  第２回通常理事会

        議案 第１号  令和５年度事業計画及び予算について

         議案 第２号  令和５年度資金運用の執行方針及び計画について

         議案 第３号  役員報酬の改定について

         議案 第４号  令和４年度第１回臨時評議員会の招集について

         報告 第１号  令和４年度職務執行の状況について

         報告 第２号  職員採用について



(2) 評議員会事項

R4.6.15  定時評議員会

         議案 第１号  令和３年度事業報告及び決算について

         議案 第２号  評議員の選任について

R4.8.17  書面表決(みなし決議)による評議員会
         議案 第１号  評議員の選任について

R5.3.28  第１回臨時評議員会
         議案 第１号  令和５年度事業計画及び予算について

         報告 第１号  職員採用について



(３)  役員の異動状況

異動年月日 異　動 役　職 氏　　　名

令和4年4月1日 就任 理事 松　田　　　昇



(４) 評議員の異動状況

異動年月日 異　動 役　職 氏　　　名

令和4年4月1日 就任 評議員 永　納　栄　一

令和4年6月30日 辞任 評議員 佐　竹　元　宏

令和4年7月1日 就任 評議員 上　村　　　 告

令和4年8月31日 辞任 評議員 吉　仲　繁　樹

令和4年9月1日 就任 評議員 喜　多　正　幸



（５）就業体制

令和５年３月３１日現在

　総務部

総務研修課

経理契約課

( 2 ) ( 2 )

( 2 ) ( 2 )

　建設技術部

道路課 ( 1 ) ( 1 )

流域環境課

( 1 ) ( 1 )

　建築部

建築審査課 ( 1 ) ( 1 )

建築支援課 ( 1 ) ( 1 )

( 2 ) ( 2 )

( 5 ) ( 5 )

※　（　　）内は再雇用職員の人数

2 2

　技監

計

1 1

7

2 1

合計 6 41 47

計 0 9 9

5 5

1 1

3 3

10 10

計 0 21 21

1 1

10 10

計 0 9 9

検査官室 3 3

調査管理課 5 5

1 1

3

　品質管理部 1 1

計 6 1

部課名
職　　員

計
事　務 技　術

2 2



(単位：千円)

計

(950,870)

公益目的事業 993,951

研修等事業

 ・図書出版事業として、積算基準(共通編他)、災害査定設計標準歩掛表等全9種を出版

品確法に基づく支援事業
(821,287)

 ・大山田第１号橋他６橋橋梁修繕積算業務(桑名市)、尾鷲市体育文化会館・中央公民館耐震
　 診断判定業務(尾鷲市)等全313件

868,215

品質管理試験事業
(133)

 ・アスファルト混合物事前立会審査・立入調査を、R4.5月期～R5.2月期において15日間実施 202

建築基準法等に基づく審査事業
(114,003)

 ・建築確認審査及び検査2,257件、固定資産税調査1,255件 110,658

(496,862)

その他の事業 434,349

設計・調査等受託事業 (472,765)

 ・菰野町橋梁長寿命化修繕計画策定業務(菰野町)、紀宝町橋梁点検業務(紀宝町)等全120件 414,096

住宅性能評価等住宅関連事業 (24,097)

 ・住宅性能評価134件、適合証明99件、住宅瑕疵担保保険1,765件等全7種で2,103件 20,253

(1,447,732)

合　　　　計 1,428,300

    ※上段(  )は、令和３年度実績額

      下段は、令和４年度実績額

（６）事業実施状況表

事　　　　　　業
事 業 収益

(15,447)
 ・研修事業として、ICT施工研修、地域防災講演会等全45研修、延べ参加人数1,500人

14,876


